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要 旨 

 

 わが国では、クラウドコンピューティングに関するユーザーニーズについてあまり調査

が行われないまま、ベンダー企業がアメリカの先行企業に後れを取らないために、提供側

の論理を中心にしてサービスが開発されてきた。ところが、日本のユーザー企業の考え方

は、アメリカのユーザー企業とは異なっていることも考えられる。日本市場でサービスの

差別化を実現するならば、アメリカで先行するベンダー企業の後追いではなく、日本のユ

ーザーのニーズを正しく理解し、それに合ったマーケティング戦略を実践することが重要

である。 

 以上のような問題意識にもとづいて日本のユーザー企業の担当者に対するアンケート調

査を行い、その結果を分析したところ、以下のようなことが明らかになった。第一に、日

本のユーザーが SaaS やクラウドコンピューティングに期待するメリットは開発期間の短縮

や全体コストの削減であった。この点については、多くのベンダーも理解しているところ

であろう。一方で、8 割以上の回答者が、SaaS やクラウドコンピューティングに関するセ

キュリティ、さらにサービス品質・性能について、「非常に重要」または「やや重要」な懸

念事項であると考えていることもわかった。ベンダー選択基準についても、4 割以上の回答

者がセキュリティ対策やサービス品質を「非常に重要な基準」であると考えている。 

 そして、セキュリティやサービス品質については、日本の大手ベンダー企業のイメージ

は、アメリカの先行企業に決して劣っているわけではないことも明らかになった。しかし、

特に情報システム部門に所属するシステムの専門家の間では、セキュリティやサービス品

質に関するイメージも、日本の大手ベンダー企業とアメリカの新興ベンダー企業との違い

は小さい。今後アメリカのベンダー企業が日本市場でも実績を伸ばしてくれば、調査時点

では日本のベンダー企業が優位を保っていた項目についても、イメージが逆転してしまう

恐れもある。 

 どのような特徴を持ったユーザーが SaaS やクラウドコンピューティングの利用に積極的

かという要因分析を行ったところ、従業員数などの表面的な属性よりも、企業改革に積極

的かどうか、従業員の IT リテラシーが高いかどうか、といった要因が強く利いていること

がわかった。さらに、現行の情報システムの運用に大きな問題を感じている企業ほど、SaaS

やクラウドコンピューティングの利用意向も高かった。これらのことから、日本のベンダ

ー企業は、まずは企業改革に積極的な企業をリードユーザーとして、そのようなユーザー

と協力しながら、特にセキュリティやサービス品質といった訴求点を強化し、強調するこ

とによって、アメリカの先行ベンダー企業との差別化をはかるべきであるという示唆を得

ることができた。 

 

キーワード：SaaS、クラウドコンピューティング、ニーズ調査、IT と経営 
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1. はじめに 

 SaaS（Software as a Service）やクラウドコンピューティング（以下、クラウドと略す）と

いう言葉は、IT 業界では 2006 年ごろから話題になっていたものの、2009 年になって広く一

般的に用いられるようになり、一種の流行語となった。SaaS やクラウドについてはさまざ

まな定義がなされているが、Vaquero et al (2009)は、文献調査によって 20 以上のクラウドの

定義を整理したうえで、以下のような定義を提案している。 

 

クラウドは容易に利用可能でアクセス可能な仮想化された資源の巨大な集まり（プール）

であり、そのような資源には、ハードウェアや開発プラットフォーム、サービスが含ま

れる。これらの資源は、変動的な負荷（規模）に対応できるようにダイナミックに設定

可能で、資源の最適利用が可能になる。この資源の集まりは、典型的な例では、従量課

金によって利用され、サービス企業が提供するカスタマイズされた SLA（サービス品質

保証契約）によって品質が保証される。 

 

Clouds are a large pool of easily usable and accessible virtualized resources (such as hardware, 

development platforms and/or services).  These resources can be dynamically reconfigured to 

adjust to a variable load (scale), allowing also for an optimum resource utilization. This pool of 

resources is typically exploited by a pay-per-use model in which guarantees are offered by the 

Infrastructure Provider by means of customized SLAs. 

 

また、Vaquero et al (2009)は、クラウドは、IaaS（Infrastructure as a Service）、PaaS（Platform as 

a Service）、SaaS（Software as a Service）という 3 つの種類に分類できるとも指摘している。

つまり、SaaS はクラウドの一形態である。 

 SaaS、クラウドの普及が始まった当初は、サービス提供企業（ベンダー企業）はほぼア

メリカの会社に限定されていたが、いまでは多くの日本企業もサービスを提供するように

なっている。ユーザー企業の IT 投資額が減少する中で、ベンダー企業にとっては SaaS やク

ラウドは低コストやスピードをユーザーにアピールしやすく、マーケティング戦略上重要

なサービスになりつつある。 

 しかし、SaaS やクラウドといった新しいサービスには当然課題やリスクも存在するため、

本格的に業務で利用している日本企業はまだそれほど多くはない。わが国の多くのベンダ

ー企業は、アメリカの先進的な企業に追いつくために積極的に SaaS やクラウドをアピール

しているものの、その内容はアメリカ企業のものと類似する点が多く、必ずしも日本ユー

ザーの実態に基づいているわけではない。 

 このような状況では、後発の日本のベンダー企業は先行するアメリカのベンダー企業と

の差別化ができなくなり、最終的には価格競争に陥ってしまう。そして、価格競争になれ

ば、データセンターの建設・運営によりコストがかかる日本国内のサービスは、コストの
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安い海外のサービスに対抗することができなくなる。このような状況を避けるためには、

日本のユーザーが SaaS やクラウドに対してどのようなニーズを持っているかを明らかにし、

それに合わせた事業戦略やマーケティング戦略を実践する必要がある。 

 本調査研究は、以上のような問題意識のもとで、日本のユーザー企業の担当者にアンケ

ートを行い、SaaS、クラウドに対する利用・関心の実態を調査した。さらに、どのような

企業が SaaS やクラウドを積極的に利用する意向があるかという要因分析を行うとともに、

日本のユーザーのベンダー選択基準やベンダーに対するイメージを調べ、日本のベンダー

企業のマーケティング戦略のあり方について検討した。 

 

2. 調査の概要とデータ 

 

2.1. 調査の概要 

 本調査研究では、インターネットのホームページを利用してアンケート調査を行った。

調査実施時期は 2009 年 8 月である。調査対象として、調査会社㈱クロスマーケティングの

モニターの中から、以下の条件に合う対象者を 2,000 人抽出した。 

 従業員数 100 人以上の情報システムのユーザー企業（ベンダー企業を除く）の社員。 

 自社の情報システムの導入・利用にある程度関わっており、SaaS について少しでも

関心があること。 

 2,000 人を抽出するための予備調査の対象者は、5,643 人であった。 

 本来は、上述したように、SaaS はクラウドの一部であるが、実施したアンケートでは、

回答者にとって理解しやすいように、SaaS とクラウドを以下のように別のものとして定義

して調査を行った。特に、クラウドについては、回答者によるイメージの違いから生じる

混乱を避けるために、いわゆる IaaS（Infrastructure as a Service）に限定した。 

【SaaS】 

アプリケーション・ソフトウェアの必要な機能をインターネット経由で利用し、利

用した分だけ料金を支払うサービス 

【クラウド】 

CPU の計算能力やデータの記憶領域（ストレージ）のようなハードウェアの機能を、

ユーザー企業が自社で所有せずに、インターネット経由で自由に使えるサービス 

 主な調査項目は、下記のとおりである。 

 回答者が所属する企業の属性（業種、従業員数）、回答者の属性（役職、職種） 

 情報システムの開発・運用に関する問題点 

 SaaS、クラウドの利用状況、関心の強さ 

 システムの種類別の利用状況、関心度 

 SaaS、クラウドの利用メリット 

 SaaS、クラウドを継続的に利用する際の課題 
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 ベンダーの選択基準 

 SaaS、クラウドに関するベンダーイメージ 

 

2.2. 回答者の所属企業 

 図表 1は、調査の回答者（2,000 人）が所属する企業の業種別の構成を示したものである。 

 

図表 1. 所属企業の業種 
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 図表 2と図表 3は、それぞれ回答者の所属企業の従業員数別構成と売上高別構成を示し

ている。 

 

図表 2. 所属企業の従業員数 
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図表 3. 所属企業の売上（2008 年度） 
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2.3. 回答者の特性 

 図表 4は、回答者の役職を示している。「情報システムの導入・利用にある程度関与して

いる」という条件を付けたため、係長・主任以上の役職が多い。 

 

図表 4. 回答者の役職 
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 図表 5は回答者の所属部署を表しており、もっとも多いのは情報システム部門だが、営

業・販売や総務・管理・業務、研究開発・マーケティングなど、情報システムのユーザー

部門の回答者も過半数を占めている。 
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図表 5. 回答者の所属部署 
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3. SaaS・クラウドの利用意向と課題 

 この章では、SaaS およびクラウドの実際の利用状況と関心の高さ、関心がある理由（利

用のメリット）および利用する際の懸念事項（課題）について、集計結果を示す。 

 

3.1. 利用状況と関心の高さ 

 図表 6は、社内でSaaSを利用しているか、していない場合は関心があるかどうかを集計

した結果である。関心がない回答者も含めているため、母集団は予備調査全体の 5,643 人で

ある。 

 

図表 6. SaaS の利用状況、関心の高さ（従業員別） 
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 全体的には、実際に利用しているのは 5,643 人中 518 人（9.2%）、利用していないが関心

があるのが 2,787 人（49.4%）、利用もしていないし、関心もないのが 2,338 人（41.4%）で

ある。従業員別にみれば、300 人以下の企業では利用率がもっとも低く、無関心の比率がも

っとも高い。300 人以上の企業ではあまり大きな違いはないが、あえていえば、5,000 人以

上の会社では、利用率も関心の程度も少し高いといえる。 

 つぎに、SaaSに関心がある 2,000 人に限定して、業種別に利用・関心の状況を集計したの

が図表 7である。「水産・農林業・鉱業」はサンプル数が少ない（7 人）ため参考にはなら

ないが、利用率が高いのは「電気・ガス業」「情報・通信業」「卸売業」で、「情報・通信業」

の関心度は他の業種に比べて少し高くなっている。 

 

図表 7. SaaS の利用状況、関心の高さ（業種別） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水産・農林業・鉱業

建設業

素材加工型製造業

部品組立型製造業

その他製造業

電気・ガス業

陸海空運業

倉庫・運輸関連業

情報・通信業

卸売業

小売業

銀行・証券・保険・その他金融業

不動産業

その他サービス業

すでに利用している

具体的に検討している

まだ具体的な検討はしていないが、関心は大いにある

まだ具体的な検討はしていないが、かなり関心がある

まだ具体的な検討はしていないが、少し関心がある

N=2000

 

 

 SaaSに関心がある 2,000 名を対象にして、クラウド（この場合はIaaS）に関する利用・関

心の状況を示したのが図表 8である。全体的にみれば、クラウドの利用者は 2,000 名中 85

人（4.3%）で、「関心がない」が 455 名（22.8%）を占めている。従業員数別にみれば、SaaS

と同じように、300 人以下の企業では利用率も関心度も低く、5,000 人以上の企業で利用率

も関心度も高くなっている。 
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図表 8. クラウドの利用状況、関心の高さ（従業員別） 
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 クラウドについても、業種別に利用・関心の状況を集計したのが図表 9である。全般的

にSaaSよりも関心度が下がるが、「情報・通信業」で関心度が比較的高いことは共通してい

る。 

 

図表 9. クラウドの利用状況、関心の高さ（業種別） 
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3.2. 利用・関心の理由 

 図表 10は、SaaSとクラウドに関心を持っている人に対して、それぞれ、利用している理

由あるいは関心を持っている理由をたずねた結果を集計したものである。この結果は、ユ

ーザーにとってのSaaSやクラウドのメリットを示していると言える。「よくあてはまる」「ど

ちらかと言えばあてはまる」がもっとも多いのは「開発時間短縮」で、次いで「全体コス

ト削減」「最新機能利用可」と続く。この順位は、SaaSでもクラウドでも変わらず同じであ

り、違いはない。SaaSやクラウドの大きなメリットの一つである「コストが従量制」とい

う点については、順位で言えば 4 番目か 5 番目だが、「よくあてはまる」「どちらかと言え

ばあてはまる」は 60％以上である。 

 

図表 10. SaaS、クラウドの利用・関心の理由 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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どちらかと言えばあてはまらない あてはまらない
わからない

 
（注）上段：SaaS（N=2000）、下段：クラウド（N=1545） 

 

 ちなみに、Gens (2009)によれば、アメリカの調査でもクラウドのメリットとして選ばれた

項目の上位 3 つは「展開の早さ／容易さ」「従量制」「低い支払額」であり、今回の調査と

ほぼ同じだが、「従量制」という点が日本では比較的少ない。 

 

3.3. SaaS、クラウドの課題 

 すべての対象者（2,000 名）に対して、SaaSおよびクラウドを利用することに伴う課題や

懸念事項についてたずねた結果を示したのが、図表 11である。SaaSとクラウドの間に大き

な違いはなく、もっとも大きな懸念事項はセキュリティに関するものである。SaaSやクラ

ウドは、インターネット経由でアクセスできるパブリックなものについては特に、企業の

内部に物理的に所有されていた従来の情報システムと違い、原理的には誰でもインターネ

ット経由でアクセスできるリスクがある。SaaSやクラウドがインターネット経由で利用可

能であることは、ユーザーの利便性を高める大きなメリットの一つであるが、同時にユー

ザーにとっては大きなリスク要因になっている。次いで多いのは「サービスの品質、性能」
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で、システムやネットワークのトラブルによってサービスが利用できなくなってしまうこ

とを意味している。多くのベンダーはこのような問題に対してSLA（サービス品質保証契約）

で対応しているが、企業の中には一旦システムが停止すると金額では補償できない損害を

こうむる業務もある。そのようなミッションクリティカルな業務と、そうでない業務の切

り分けは、ユーザーにとって、どのシステムでSaaSやクラウドを利用すればよいかという

重要な選択基準になる。「ベンダーの事業停止」という懸念事項も多いが、これは万が一サ

ービス提供企業が倒産などで事業継続が困難になった場合、システムの使用やデータがど

のように保証されるのか、という問題である。 

 

図表 11. SaaS、クラウドの課題、懸念事項 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

セキュリティ

サービス品質、性能

他のシステムとの連携

カスタマイズ困難
自社システムに戻せない

ブラックボックス化

コストが高くなるリスク

十分なベンダーがない

システム・ノウハウなくなる

業務自体の競争力低下

ベンダーにロックイン

ベンダーの事業停止

重要な課題 やや重要 あまり重要でない 重要ではない わからない
 

（注）上段：SaaS（N=2000）、下段：クラウド（N=2000） 

 

 「他のシステムとの連携」や「コストが高くなるリスク」についても、課題だと感じて

いるユーザーが多い。一部の業務だけ SaaS やクラウドにすると、そのシステムのデータを

既存の他のシステムと連携させることが難しくなる場合もある。また、SaaS やクラウドは

初期コストは低いものの、長期間継続的に使用すると全体的なコストでは自前でシステム

を開発する場合よりも高くなることがあるという指摘もあり、この点を気にしているユー

ザーが多いことがわかる。「（SaaS の場合）カスタマイズが困難」「一旦 SaaS やクラウドを

使うと自社システムに戻しにくくなる」「システムがブラックボックス化してしまう」「十

分なベンダーがなく、比較ができない」「ベンダーに依存してしまうことで自社にシステム

に関するノウハウがなくなる」「業務自体の競争力も低下してしまう」「特定のベンダーに

囲い込まれて、ロックインされてしまう」といった点も、多少の違いはあるものの、ほぼ

過半数が「重要な課題」または「やや重要な課題」と考えている。 
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 Gens (2009)では、アメリカのユーザーがクラウドの課題だと考えているのは、回答者が

多い順に「セキュリティ」「パフォーマンス（性能）」「アベイラビリティ（システムの可用

性、安定供給）」「自前システムとの連携」「カスタマイズ困難」という項目であり、この点

でも日米で大きな違いはない。 

 

4. 利用意向が高いシステムとユーザー 

 

4.1. システムによる利用意向の違い 

 SaaSやクラウドの利用意向は、システムによって異なると考えられる。そこで、図表 12

では、SaaSをすでに使っている人たち 196 名に対して、どのシステムでSaaSを利用してい

るかということをたずねた結果を示している。もっとも多いのはCRM（顧客関係管理）の

ソフトウェアと電子メールであるが、これらは、それぞれ、Salesforce.comおよびGoogle Apps

という典型的なサービスに代表される業務分野でもある。その他のERP（企業資源管理、統

合業務パッケージ）や財務会計、BI（ビジネスインテリジェンス）・情報分析、人事、仕入・

調達、グループウェアといった業務におけるSaaSの利用・関心状況は、あまり大きな差は

ない。 

 

図表 12. システム別の SaaS 利用状況 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CRM

電子メール

ERP

財務会計

BI、情報分析

人事システム

仕入・調達・購買

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ等

すでに利用

具体的に検討

関心はある

利用予定なし

わからない

N=196
 

 

 次に、現在はSaaSを利用していないが、今後の利用に関心があるという 1,804 名に対して、

関心の強さをシステム別に集計したのが図表 13である。「非常にある」という回答はどの

システムでもほぼ 10％程度であまり変わらないが、「ややある」を含めれば、やはり利用実

績の多いCRMと電子メールに対するSaaSの関心が高い。一方で、いずれのシステムについ

ても過半数が「非常にある」または「ややある」と答えており、システムによる違いはそ

れほど大きくないこともわかる。 
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図表 13. システム別の SaaS に対する関心度 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

CRM

電子メール

ERP

財務会計

BI、情報分析

人事システム

仕入・調達・購買

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ等

非常にある

ややある

あまりない

ほとんどない

わからない

N=1804
 

 

 図表 14は、クラウド（この場合はIaaS）に少しでも関心のある人 1,460 名の関心度をシ

ステム別に集計したものである。「非常にある」という回答の比率が相対的に高いのは、電

子メール、CRM・SFA（営業支援）、グループウェア、公開ウェブ、BI・情報収集といった

コミュニケーション、情報分析系のシステムである。受発注関連のような基幹業務、R&D・

商品開発といった機密性の高い業務については、クラウドの利用意向はそれほど高くない

ことがわかる。 

 

図表 14. システム別のクラウドに対する関心度 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公開ウェブ

CRM、SFA

電子メール

財務会計

人事系業務

BI、情報分析

グループウェア等

R&D・商品開発

受発注関連

実験的に利用

非常にある

ややある

あまりない

ほとんどない

わからない

N=1460
 

 

4.2. SaaS・クラウドの利用意向が高いユーザーの特徴 

 この節では、変数間の因果関係や相関関係を分析する共分散構造分析と呼ばれる手法を

使って、SaaS、クラウドに対する利用意向が高いのはどのような性質を持った企業なのか

ということを明らかにしたい。 

 SaaSやクラウドの利用意向に影響を与える要因として、今回は、情報システムに関する

問題点と企業の特徴・風土という２つの大きなグループを想定した。まず、情報システム

に関する問題点については、現状の情報システムの開発や運用について問題を抱えている
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企業ほど、SaaSやクラウドの利用意向が高いのではないかと想定している。具体的には、図

表 15にあるように、合計 15 項目について、現状の問題点を測定した。 

 

図表 15. 情報システムに関する質問項目と回答状況 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新しいアプリケーションを開発する際の
初期コストが高い

アプリケーションの開発に時間が
かかりすぎている

開発すべきシステムのバックログ
（積み残し）が多い。

ユーザー部門のシステム化に関するニーズ
がバラバラで、うまく対応できない。

情報システムのセキュリティ対策のコスト
負担が大きい

情報システムのセキュリティが不安である

システム・トラブルでユーザーの業務に
支障が出ることがある

内部統制強化のために情報システム面
での対応が必要だ

社内にあるサーバーの台数が正確に
把握できない

既存システムのハードウェアの運用管理
コストが高い

ハードウェアの寿命が短く、入れ替えコスト
が大きい

サーバーのＯＳ等のバージョン管理に
手間とコストがかかる

複数の異なるＯＳが存在しており、
管理にコストがかかる

ハードウェアの稼働率にバラツキがあり、
無駄が多い

自社データセンターの省エネ化など環境
対策が問題だ

自社のコンピュータ資源（計算能力やデータ
容量など）の不足が問題になっている

手書き伝票の処理など、手作業が残されて
いる部分が多い。

システム間の連携で手作業が必要に
なっている。

大いに問題 やや問題 あまり問題でない ほとんど問題でない わからない
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 第二のグループの企業の特徴・風土については、図表 16にあるように、改革に対する意

識のあり方や社員のITリテラシー、情報システム部門の能力など 7 つの変数を用いる。 

 

図表 16. 企業の特徴・風土に関する質問項目と回答状況 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社全体として、業務改革に対する意識が高
い。

新しいＩＴを使って、従来の仕事のやり方や
ワークスタイルを変えることに対して、抵抗感

が強い。

エンドユーザー部門の社員のＩＴリテラシー
（情報システムを操作する能力）は高い。

情報システムを担当する社員の数が少ない。

情報システム担当者のＩＴに関するスキルが
低い。

既存の基幹システムに対して、利用者の不満
が大きい。

情報システムの利用について、積極的にエン
ドユーザーに対する教育を行っている。

よくあてはまる どちらかと言えばあてはまる
どちらかと言えばあてはまらない あてはまらない

わからない
 

 

 次に、これらの変数をいくつかの因子に集約するために、因子分析を行った。その結果

を、図表 17と図表 18に示す。 

 図表 17は情報システムの課題に関する 15 変数を因子分解したもので、4 つの因子を抽出

することができた。第一因子は、「ハードウェアの稼働率にバラツキがあり、無駄が多い」

や「既存システムのハードウェアの運用管理コストが高い」といった変数に対する因子負

荷量が高く、「運用」に関する問題を表していると考えられる。第二因子は、「アプリケー

ションの開発に時間がかかりすぎ」や「新しいアプリケーションを開発する際の初期コス

トが高い」といった変数に対する因子負荷量が大きく、これは「開発」に関する問題であ

るといえる。同様に、第三因子はセキュリティや内部統制といった「統制」に関する因子、

第四因子は「手作業」が残されている問題を示していると考えられる。 

 図表 18は企業特性に関する 7 変数の因子分析の結果を示したもので、「情報システム担

当者のITに関するスキルが低い」「情報システムを担当する社員の数が少ない」といった「改

革阻害」因子と、社員のITリテラシーや教育に関する「スキル・意識」因子の 2 つを抽出す

ることができた。 
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図表 17. システム面の課題に関する因子分析 

№ システム面の課題  
因子 1
運用 

因子 2 
開発 

因子 3 
統制 

因子 4
手作業

q2_6 ハードウェアの稼働率にバラツキがあり、無駄が多い .643 .125 .184 .260 

q2_2 既存システムのハードウェアの運用管理コストが高い .637 .236 .252 .053 

q2_3 ハードウェアの寿命が短く、入れ替えコストが大きい .637 .198 .305 .026 

q2_5 
複数の異なるＯＳが存在しており、管理にコストがか

かる 
.624 .140 .156 .190 

q2_1 社内にあるサーバーの台数が正確に把握できない .577 .088 .075 .149 

q2_4 
サーバーのＯＳやミドルウェア、アプリケーションのア

ップデートに手間とコストがかかる 
.560 .209 .318 .099 

q2_7 自社データセンターの省エネ化など環境対策が問題 .519 .065 .234 .195 

q2_8 
自社のコンピュータ資源（計算能力やデータ容量な

ど）の不足が問題になっている 
.471 .106 .225 .329 

q1_2 アプリケーションの開発に時間がかかりすぎ .135 .796 .135 .104 

q1_1 
新しいアプリケーションを開発する際の初期コストが

高い 
.164 .693 .181 .027 

q1_3 開発すべきシステムのバックログが多い .183 .642 .252 .176 

q1_4 
ユーザー部門のシステム化に関するニーズがバラバ

ラで、うまく対応できない 
.202 .418 .348 .268 

q1_6 情報システムのセキュリティが不安である .261 .157 .676 .118 

q1_5 システムのセキュリティ対策のコスト負担が大きい .285 .266 .594 .076 

q1_8 
内部統制強化のために情報システム面での対応が

必要 
.263 .187 .525 .222 

q1_7 
システム・トラブルでユーザーの業務に支障が出るこ

とがある 
.256 .269 .517 .190 

q2_10 システム間の連携で手作業が必要になっている .253 .178 .164 .755 

q2_9 
手書き伝票の処理など、手作業が残されている部分

が多い 
.219 .099 .159 .745 

（注）因子抽出法＝主因子法、回転法＝バリマックス回転、因子固有値の下限＝１ 

 

図表 18. 企業特性に関する因子分析 

№ 企業特性 
因子 1 

改革阻害 
因子 2 

スキル・意識 

q3_5 情報システム担当者のＩＴに関するスキルが低い .707 .205 

q3_4 情報システムを担当する社員の数が少ない .550 .165 

q3_6 既存の基幹システムに対して、利用者の不満が大きい .522 .341 

q3_2 
新しいＩＴを使って、従来の仕事のやり方やワークスタイ

ルを変えることに対して、抵抗感が強い 
.511 .170 

q3_3 
エンドユーザー部門の社員のＩＴリテラシー（情報システ

ムを操作する能力）は高い 
-.290 .658 

q3_7 
情報システムの利用について、積極的にエンドユーザ

ーに対する教育を行っている 
-.244 .584 

q3_1 会社全体として、業務改革に対する意識が高い -.291 .572 

（注）因子抽出法＝主因子法、回転法＝バリマックス回転、因子固有値の下限＝１ 
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 図表 19と図表 20とは、因子分析の結果にもとづいて、観測変数（パス図上では長方形

で示される）と潜在変数（因子分析で抽出された因子。パス図上では楕円形で示される）

の関係をモデル化し、変数間の因果・相関関係を分析した結果を示すパス図である。図表 19

はSaaSの利用意向を、図表 20はクラウドの利用意向を分析している。 

 

図表 19. SaaS の利用意向に関するパス図 

SaaS
利用意向

開発

統制

運用

改革阻害

q1_1

q1_2

q1_3

q1_4

.76

.76

.62

q1_5

q1_6

q1_7

q1_8

q2_1

q2_2

q2_3

q2_4

q2_5

q2_6

q2_7

q2_8

.70

.72

.57

.70

.71

.68

.67

.71

.60

.60

q3_2

q3_4

q3_6

q3_5

q3_1

q3_3

q3_7

.54

.66

.55

.69

e1

e2

e3

e4

e5

e6

e7

e8

e9

e10

e11

e12

e13

e14

e15

e16

e17

e18

e19

e20

e21

e22

e23

e24

.66

.75

スキル・意識

.63

.73

.65

-.01

.46

.55

-.06

.32

.27
-.04

.14

.26

q2_9

q2_10

e25

e26

手作業

.78

.06

.07

.49

.56

.51

.70

-.01

.89

.67

.66

.55

.18

.44

.45

GFI=.921
AGFI=.901
CFI=.905
Chi-square=1767.035
df=279
p=.000
AIC=1911.035
RMR=.034
RMSEA=.056

 

（注）q1_1 など観測変数のラベルは、図表 17と図表 18の「№」列の番号に対応している。 
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図表 20. クラウドの利用意向に関するパス図 

クラウド
利用意向

開発

統制

運用

改革阻害

q1_1

q1_2

q1_3

q1_4

.76

.76

.62

q1_5

q1_6

q1_7

q1_8

q2_1

q2_2

q2_3

q2_4

q2_5

q2_6

q2_7

q2_8

.70

.72

.57

.70

.71

.68

.67

.71

.60

.60

q3_2

q3_4

q3_6

q3_5

q3_1

q3_3

q3_7

.54

.66

.55

.69

e1

e2

e3

e4

e5

e6

e7

e8

e9

e10

e11

e12

e13

e14

e15

e16

e17

e18

e19

e20

e21

e22

e23

e24

.66

.75

スキル・意識

.63

.73

.65

-.01

.46

.55

-.10

.32

.27
.00

.18

.29

q2_9

q2_10

e25

e26

手作業

.78

.07

.07

.49

.56

.52

.70

-.03

.89

.67

.66

.55

.18

.44

.44

GFI=.921
AGFI=.900
CFI=.905
Chi-square=1772.441
df=279
p=.000
AIC=1916.441
RMR=.034
RMSEA=.056

 

（注）q1_1 など観測変数のラベルは、図表 17と図表 18の「№」列の番号に対応している。 

 

 まず、SaaS（図表 19）についても、クラウド（図表 20）についても、GFIやRMSEAな

どの指標を見ると、このモデルは十分に適合度が高いと言える。パス図では、双方向の矢

印は相関関係を、片方向の矢印は因果関係を表し、矢印に付いた数値（パス係数）は関係

の強さを表している。 

 SaaSの利用意向にもっとも大きな影響を与えているのは、ITリテラシーの高さや情報シス

テムに関する教育の実施、会社における業務改革に対する意識の強さといった「スキル・

意識」を表す因子であることがわかる（標準化パス係数は 0.26）。二番目に大きな因果関係
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を示しているのは、情報システムの「運用」に関する問題点である。つまり、改革に関す

るスキルや意識が高く、システムの運用に関する問題を多く抱えている企業ほど、SaaSの

利用意向が高いといえる。クラウド（この場合はIaaS）についても、SaaSとまったく同じ結

果になった。つまり、図表 20を見ると、クラウドの利用意向に有意な影響を与えているの

は「スキル・意識」因子と「運用」因子であることがわかる。SaaSと同じように、改革に

関するスキルや意識が高く、情報システムの運用に大きな課題を抱えている企業は、改革

意識が強く、運用に関する課題の少ない企業に比べて、クラウドの利用意向が高い。 

 システムの開発に関する課題、セキュリティなど統制面での課題、システム化が進んで

いないことによる手作業の必要性、改革に対する抵抗感などの改革阻害要因については、

今回の調査では SaaS やクラウドの利用意向と明確な関係はなかった。これらの結果は、今

回の調査実施時点では、SaaS やクラウドに対しては、システムの開発よりも運用上の課題

を解決することが期待されていると解釈できる。また、たとえシステム面の課題が深刻で

ない企業であっても、業務改革に積極的な企業ほど SaaS やクラウドという新しい革新的な

サービスに対して強い関心と期待を持っていると言えるだろう。 

 

5. ベンダーに対するイメージと選択基準 

 

5.1. ベンダーに対するイメージ 

 クラウドのサービスを提供しているベンダー企業に対して、ユーザーがどのようなイメ

ージを持っているかということを、図表 21と図表 22に示した。図表 21は、回答者 2,000

人全員の回答を平均したもので、図表 22は情報システム部門に所属している 404 人に限定

して集計したものである。 

 まず、図表 21をみると、「クラウドコンピューティング」という用語からその企業のこ

とをどの程度イメージするかという「クラウドイメージ」や、クラウドに関する技術力、

セキュリティ、サービス品質、企業の信頼性・安定性のすべての点について、ユーザーが

もっともよいイメージを持っているのが、アメリカに本社を置く大手のグローバルなIT企業

である。次いで、イメージや技術力については、アメリカの大手検索エンジン企業と日本

の大手IT企業二社が、ほぼ同じレベルで続いている。このアメリカの大手検索エンジン企業

は、世界的に先進的なクラウドサービスを提供している実績が豊富だが、セキュリティや

サービス品質、企業の信頼性・安定性といった点については、クラウドについては後発で

ある日系大手IT企業の方が、むしろこの先進的な検索エンジン企業よりも、日本のユーザー

が持っているイメージはよいことがわかる。この図ではもっともイメージが低いアメリカ

のEC企業やSaaS・クラウド専業企業も、世界的には日本の大手IT企業よりも大きく先行し

ているが、この調査時点における一般的な日本のユーザーに対しては、日本の大手IT企業の

方が、特にセキュリティやサービス品質などの点についてよいイメージを与えていると言

える。 
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図表 21. クラウドに関するベンダー企業のイメージ（全員） 
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（注）5=もっとも高い、1=もっとも低い。調査では具体的な社名を表記したが、ここでは匿名とする。 

 

 ところが、情報システムの専門家に限定すると、そのような日本のIT企業に対する好意的

なイメージは弱くなってしまう。図表 22を見れば、情報システム部門に所属する回答者の

間では、クラウドに対するイメージや技術力については、アメリカの大手IT企業と検索エン

ジン企業がほぼ同じレベルで、日本のIT企業よりも高いイメージがあることがわかる。セキ

ュリティやサービス品質、企業の信頼性・安定性についても、回答者全員を対象にした場

合は日本企業のイメージの方が高かったが、情報システム部門の回答者に限定すれば、ア

メリカの大手IT企業のイメージは他の企業よりやや高く、その他の 5 社はほぼ同じレベルで

ある。アメリカの検索エンジン企業や、EC企業、SaaS・クラウド専業企業は、日本のIT企

業に比べれば、歴史の新しい起業家精神にあふれる会社である。情報システムの専門家に

おいては、このようなアメリカの新興のベンダー企業が、日本の伝統的なIT企業とほぼ同じ

水準の評価を得ていることがわかる。 

 

図表 22. クラウドに関するベンダー企業のイメージ（情報システム部門） 
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（注）5=もっとも高い、1=もっとも低い。調査では具体的な社名を表記したが、ここでは匿名とする。 
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5.2. ベンダーの選択基準 

 図表 23は、SaaSおよびクラウドのベンダーを選定するときの基準として重視する項目に

ついて集計した結果を示している。対象とするアプリケーション・システムの種類によっ

て重視する選択基準も異なると思われるが、ここではあくまで一般的にSaaS、クラウドの

導入にあたって重視する基準をたずねた。「非常に重視する」という回答が最も多いのは、

「セキュリティ対策」で、ほぼ 50％の人が「非常に重視する」と答えている。次いで「サ

ービスの品質」も多く、これらの二項目は、明らかに「サービスの価格」というコスト面

よりも重視する人が多いことがわかる。 

 そして、セキュリティ対策やサービス品質については、前節の図表 21と図表 22からも

わかるように、一般ユーザーはもちろん、情報システムの専門家の間でさえ、日本の大手IT

企業に対するイメージは、アメリカの大手IT企業ほどではないにせよ、先行する大手検索エ

ンジン企業やEC企業、専業企業に比べても、劣るどころか、むしろ勝っている。つまり、

日本のユーザー企業の担当者は、SaaSやクラウドの利用にあたってセキュリティやサービ

ス品質を重視する傾向が強く、それらの点については、少なくともこの調査の実施時点

（2009 年 8 月）では、日本の大手IT企業に対するイメージは先行するアメリカの新興企業

よりも高いと言える。 

 

図表 23. SaaS、クラウドのベンダーを選定するときに重視する基準 
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（注）上段：SaaS（N=2000）、下段：クラウド（N=1545） 
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 もちろん、アメリカの先行企業が日本市場で積極的にマーケティング活動を行い、利用

実績も増えてくると、日本の大手 IT 企業のこのようなイメージ面での優位性は、今後失わ

れてしまう可能性もある。しかし、日本の大手 IT 企業にとっては、日本のユーザーが現在

持っている日本の大手 IT 企業に対する良いイメージをさらに強化することで、差別化を図

ることもできるだろう。 

 

6. まとめ 

 本調査で明らかになったことをまとめれば、第一に、日本のユーザーが SaaS やクラウド

に期待するメリットは開発期間の短縮や全体コストの削減であった。この点については、

多くのベンダーも理解しているところであろう。一方で、8 割以上の回答者が、SaaS やク

ラウドに関するセキュリティとサービス品質・性能について、「非常に重要」または「やや

重要」な懸念事項であると考えていることもわかった。ベンダー選択基準についても、4 割

以上の回答者がセキュリティ対策やサービス品質を「非常に重要な基準」であると考えて

いる。そして、セキュリティやサービス品質については、日本の大手 IT 企業のイメージは、

アメリカの先行企業に決して劣っているわけではないことも明らかになった。しかし、情

報システム部門に所属するシステムの専門家の間では、セキュリティやサービス品質に関

するイメージも、日本の大手 IT 企業とアメリカの新興ベンダー企業との違いは小さかった。

今後アメリカのベンダーが日本市場でも実績を伸ばしてくれば、調査時点では日本の大手

IT 企業が優位を保っていた項目についても、イメージが逆転してしまう恐れもある。 

 また、どのような特徴を持ったユーザーが SaaS やクラウドの利用に積極的かという要因

分析を行ったところ、従業員数などの表面的な属性よりも、企業改革に積極的かどうか、

従業員の IT リテラシーが高いかどうか、という要因が強く利いていることがわかった。さ

らに、現行の情報システムの運用に課題を感じている企業ほど、SaaS やクラウドの利用意

向も高かった。これらのことから、日本のベンダーは、まずは企業改革に積極的な企業を

リードユーザーとして、そのようなユーザーと協力しながら、特にセキュリティやサービ

ス品質といった訴求点を強化し、強調することによって、アメリカの先行ベンダーとの差

別化を図るべきであるという示唆が得られた。そのためには、SaaS やクラウドに関する先

進性や技術力をアピールするだけではなく、日本市場に合った SLA の提示、顧客問い合わ

せ窓口の充実、トラブル発生時の対応力の向上、さらには SaaS やクラウドを活用した業務

改善の提案など、総合的なサービス企業として顧客をサポートしていくことが、日本のベ

ンダー企業にとっては重要になるのではないだろうか。 

 ベンダー企業に対するユーザーのイメージは、特に変化の激しい分野では、時が経つに

つれて大きく変化する。日本ベンダー企業が事業戦略やマーケティング戦略を立案すると

きには、今回実施したような調査を継続的に実施し、ユーザーの変化を迅速かつ正確に把

握する必要がある。 
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